
北海道中小企業新応援ファンド助成金交付要領 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、北海道中小企業新応援ファンド事業における助成金交付事業を行うにあたり

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる項目については、それぞれ同号に規定するとおりとす

る。 

一 北海道中小企業新応援ファンド事業 北海道中小企業新応援ファンドの運用益により実施する

事業をいう。 

二 助成金交付事業 公益財団法人北海道中小企業総合支援センター(以下「センター」という。）が、

創業若しくは中小企業の経営の革新に関する事業を行う者が実施する事業に対し助成金を交付す

る事業をいい、その内容は別表に定めるところによる。 

三 助成事業 助成金の交付の対象となる事業をいう。 

四 助成事業者 助成金の交付を受けようとする者をいう。 

五 事業所 単一の経営主体が、人、施設、設備等を有して継続的に事業活動を行う場所をいう。 

六 中小企業者 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成１４年法律第１４７号）第２条第１項

（第１号から第５号に限る。）に規定する中小企業者（農業、林業（素材生産業及び素材生産サー

ビス業を除く。）、漁業及び金融・保険業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除く。）以外の業

種に属する事業を行う者に限る。）であって、道内に主たる事務所を有するもの又は事業所を有す

るものをいう。 

なお、同項第１号から第５号に規定する「主たる事業」については、過去１年間の収入額又は販売額

の最も多い事業活動により判断するものとし、この判断が困難な場合にあっては、事業ごとの従業

員数又は設備により判断するものとする。 

七 中小企業者等 中小企業者又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）

第３条第１項（第３号、第４号及び第９号を除く。）に規定する中小企業団体であって、道内に主

たる事務所を有するもの又は事業所を有するものをいう。 

八 創業者 助成金交付決定後、道内で 1 年以内に新規に事業を開始する個人又は中小企業者（助

成事業を実施する前年度又は当該年度にすでに創業したものも含む。）をいう。 

 

第２章 助成金の交付の申請等 

 

（助成事業の募集） 

第３条 センターの理事長（以下「理事長」という。）は、助成事業の募集において、広く公募する

ものとする。 

 

（申請） 

第４条 助成事業者は、理事長に対して、電子申請システム、郵送又は持参により、助成金交付申請

書（様式第１号）及び助成事業計画書（様式第２号）（以下「助成金交付申請書等」という。）に必



要書類を添えて、別に定める期日までに提出しなければならない。 

２ 前項の助成金交付申請書等を提出するにあたり、納税対応状況申出書（様式第３号）を提出する

とともに、当該助成金に係る消費税等仕入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税及び地方消費

税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に助成率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交

付申請しなければならない。ただし、申請時において当該仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りでない。また、暴力団排除に関する誓約事項（様式第１号）については、当該事項

に誓約のうえ、助成金交付申請書等を提出すること。 

３  道内に主たる事務所を有しない者から助成金交付申請書等の提出があったときは、次に掲げる

事項を確認のうえ、申請を受理するものとする。 

一  道内に事業所を有しており、支店登記等がなされていること 

二 第６条第１項の規定による助成金の交付申請を道内事業所名義で行う場合にあっては、支配人

登記、取締役会の決定、委任状の交付などにより、当該申請についての助成事業者の意思が明らか

になっていること 

三 道内事業所で助成事業を円滑に進めるための体制が取られていること 

四 道内事業所で独自の経理処理がなされていること若しくは経理の状況を把握していること又は

これらを行うことが十分可能であること 

五 交付される助成金の使途が道内事業所に係るものであること 

 

（交付決定等） 

第５条 理事長は、前条の規定により助成金交付申請書等の提出があったときは、外部有識者等で構

成する評価委員会の審査において、助成金を交付すべきものと認めたときは、すみやかに助成金の

交付の決定を行うものとする。 

２ 理事長は、前項の場合において、適正な助成金の交付を行うため必要があると認めるときは、助

成金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて助成金の交付の決定をすることができる。 

３ 助成金の交付を決定するにあたって、助成金の額は、千円未満の端数を切り捨てとする。 

 

（助成金の交付条件） 

第６条 理事長は、前条の規定により助成金の交付を決定する場合においては、次に掲げる事項につ

き条件を付するものとする。 

一 助成事業に要する経費の配分の変更（別表の「助成対象経費」欄の「事業区分」の各項目相互間

における、いずれか低い額の２０パーセントを超えない軽微な変更を除く。）又は助成事業の内容

の変更（助成事業の目的達成に支障をきたすことなく、かつ、事業能率の低下をもたらさない程度

の軽微な変更を除く。）をする場合においては、変更承認申請書（様式第４号）により、あらかじ

め理事長の承認を受けるべきこと。 

二 助成事業を中止し、又は廃止する場合においては、中止（廃止）承認申請書（様式第５号）によ

り、あらかじめ理事長の承認を受けるべきこと。 

三 助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難となった場合においては、

すみやかに遅延（不能）報告書（様式第６号）により理事長に報告し、その指示を受けるべきこと。 

２ 前項に定めるもののほか、理事長は、助成金の交付の目的を達成するため必要な条件を付するこ

とができる。 



（決定の通知） 

第７条 理事長は、第５条の規定により助成金の交付の決定をしたときは、当該助成金の交付の申請

をした助成事業者（以下「助成金交付申請者」という。）に対して、すみやかに交付決定通知書（様

式第７号）により、その決定の内容及びこれに付した条件を通知するものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 助成金交付申請者は、前条の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る助成金

の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受理した日から１

０日以内に、助成金交付申請取下げ書（様式第８号）により申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付の決定は、効力を

失うものとする。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第９条 理事長は、第５条の規定により助成金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変

更により特別の必要が生じたときは、助成金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はそ

の決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、助成事業のうち既に経

過した期間に係る部分については、この限りでない。 

２ 理事長が前項の規定により助成金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次に掲げる場

合に限るものとする。 

一 天災地変その他助成金の交付の決定後生じた事情の変更により助成事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合 

二 助成事業者が助成事業を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができないこと、

助成事業に要する経費のうち助成金によってまかなわれる部分以外の部分を負担することができ

ないことその他の理由により助成事業を遂行することができない場合（助成事業者の責めに帰す

べき事情による場合を除く。） 

３ 第７条の規定は、第１項の規定による取消し又は変更をした場合について準用する。 

 

（助成金の交付） 

第１０条 助成金は、第１５条の規定による助成金の額の確定後において交付するものとする。ただ

し、理事長は、助成事業の遂行上必要があると認めたときは、別に定める時期に概算払をすること

ができるものとする。 

 

２ 第１項ただし書きの規定により助成金の概算払を受けようとする助成事業者は、理事長に対し

て、助成金概算払請求書（様式第９号）を、別に定める期日までに提出しなければならない。 

なお、理事長は、助成事業の進捗状況などの内容を審査し、交付すべき概算払いの額を確定する。 

 

第３章 助成事業の遂行等 

 

（助成事業の遂行） 

第１１条 助成事業者は、法令の定め並びに助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件その

他法令に基づく理事長の処分に従い、善良な管理者の注意をもって助成事業を行わなければなら

ず、いやしくも助成金を他の用途に使用をしてはならない。 



（状況報告等） 

第１２条 理事長は、助成事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときは、助成事業者

に対して、当該助成事業の遂行の状況に関し、遂行状況報告書（様式第１０号）により報告を求め、

又はセンターの職員に調査をさせることができる。 

 

（助成事業の遂行等の命令） 

第１３条 理事長は、助成事業者が提出する報告書等により、その者の助成事業が助成金の交付の決

定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対し、これら

に従って当該助成事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 理事長は、助成事業者が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該助成事業の遂行を一

時停止し、並びに当該助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置

を理事長の指定する期日までにとるべきことを命ずるものとする。 

３ 理事長は、前項の命令をする場合においては、助成事業者が理事長の指定する期日までに助成金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置をとらないときは、第１７条

第１項の規定により当該助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消す旨を、明らかにするもの

とする。 

 

（実績報告） 

第１４条 助成事業者は、助成事業が完了したとき又は助成事業の廃止の承認を受けたときは、理事

長に対して、実績報告書（様式第１１号）に必要書類を添えて、事業完了の日若しくは助成事業の

廃止の承認を受けた日（以下「事業完了日等」という。）から起算して３０日を経過した日までに

提出しなければならない。 

２ 第４条第２項のただし書きの規定により助成金の交付の申請をしたときは、当該助成金に係る

消費税等仕入控除税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、実績報告書の提出にあたって、

当該金額を助成金申請額から減額して報告しなければならない。ただし、報告書提出時において当

該仕入控除税額が明らかでない場合には、当該金額が確定したときに、すみやかに理事長に報告し

なければならない。 

 

（助成金の額の確定等） 

第１５条 理事長は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、また、

必要に応じて現地調査等を行うことにより、当該報告に係る助成事業の成果が助成金の交付の決

定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたとき

は、交付すべき助成金の額を確定し、確定通知書（様式第１２号）により当該助成事業者に通知す

るものとする。 

 

（是正のための措置） 

第１６条 理事長は、第１４条の規定により実績報告書の提出を受けた場合において、その報告に係

る助成事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるとき

は、当該助成事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該助成事業者に対して

命ずることができる。 

２ 第１４条の規定は、前項の規定による命令に従って行う助成事業について準用する。 

 



 

第４章 助成金の返還等 

 

（決定の取消し） 

第１７条 理事長は、助成事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、この助成金の交付の決

定の全部または一部を取り消すことができる。 

一 助成金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又はこの要領に違反したとき 

二 この助成金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの助成金を使用しないと

き 

２ 前項第２号の規定は、助成事業について交付すべき助成金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 第７条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

 

（助成金の返還） 

第１８条 理事長は、助成金の交付の決定を取り消した場合において、助成事業の当該取消しに係る

部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（違約加算金及び違約延滞金） 

第１９条 助成事業者は、第１７条第１項の規定による処分に関し、助成金の返還を命ぜられたとき

は、その命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部

を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年 10.95 パーセ

ントの割合で計算した違約加算金をセンターに納付しなければならない。 

２ 助成事業者は、助成金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期

間については、その納付金額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違約延

滞金をセンターに納付しなければならない。 

 

第２０条 前条第１項の規定により違約加算金を納付しなければならない場合において、助成事業

者の納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還

を命ぜられた助成金の額に充てられたものとする。 

 

（他の助成金の一時停止等） 

第２１条 理事長は、助成事業者が助成金の返還を命ぜられ、当該助成金、違約加算金又は違約延滞

金の全部又は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付

すべき助成金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該助成金と未納付

額とを相殺することができる。 

 

第５章 雑則 

 

（帳簿及び書類の備付け） 

第２２条 助成事業者は、助成事業に関する帳簿及び書類を備え、これを整理しておかなければなら

ない。 

２ 前項の帳簿及び書類は、助成事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければ



ならない。 

 

（事業活動状況報告） 

第２３条 助成事業者は、助成事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間までの各事業年度

末における事業活動の状況について、理事長に対して、５月３１日までに事業活動状況報告書（様

式第１３号）を提出しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第２４条 助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した財産で次に掲げるものについ

て助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合にあっ

ては、財産処分承認申請書（様式第１４号）により、あらかじめ理事長の承認を受けなければなら

ない。ただし、助成事業者が第２１条第２項の規定による条件に基づき助成金の全部に相当する金

額をセンターに納付した場合又は助成金の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案した期間

（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年３月３１日付け大蔵省令第１５号）に定め

られている耐用年数に相当する期間とし、同省令に定めのないものにあっては５年）を経過した場

合は、この限りでない。 

一 不動産 

二 船舶その他重要な動産で、理事長が定めるもの 

三 前２号に掲げるものの従物 

四 機械及び重要な器具で、理事長が定めるもの 

五 その他理事長が助成金の交付の目的を達成するため特に必要があると認めて定めるもの 

 

（収益納付） 

第２５条 理事長は、事業化状況報告書により、助成事業者が当該助成事業の実施結果の事業化、当

該助成事業の実施結果の他への供与による収益が生じたと認めたときは、助成事業者に対し、交付

した助成金の全部又は一部に相当する金額をセンターに納付させることができるものとする。 

 

（他の助成措置との関係等） 

第２６条 助成事業者に対し、当該年度において、助成事業の内容の全部又は一部を対象として、国

（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）に基づき設立された機関を含む。以下同じ。）、

道（地方独立行政法人通則法に基づき設立された機関を含む。）又はセンターの補助金（助成金を

含む。）が交付される場合（当該助成事業者が間接補助事業者となる場合を含む。）にあっては、助

成金交付事業の助成対象とはしないものとする。 

２ 助成事業者に対し、当該年度において、助成事業の内容の全部又は一部を対象として、市町村又

は*公益法人の補助金又は助成金が交付される場合であって、これらの補助金又は助成金と助成金

交付事業による助成金額の合計が助成対象経費を超えるときは、助成対象経費を下回る額となる

よう助成金額を減額して交付するものとする。 

３ 助成事業者は、同一年度において、複数の助成金交付事業の併用はできないものとする。 

 

（その他） 

第２７条 この要領に定めるもののほか、助成金交付事業について必要な事項は、理事長が別に定め

る。 



 

 

附 則 

この要領は、平成３０年８月１５日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成３１年３月２５日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和２年９月１０日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和３年３月２４日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表（第２条関係） 

 

事業名 

 

対象者 

 

事業内容 

助成限度額

、助成率及

び助成対象

期間 

（注１） 

助成対象経費 

事業区分 対象経費 

創業促進支
援事業 

創業者 道内に主たる事業所を設
けて新規に事業を開始す
る個人・中小企業者の事
業展開に要する経費に対
する助成 

100万円 
1/2以内 
1年以内 

－ 原材料・副材料費、治具・工
具費、機械装置等購入費（試
作用）、機械装置等の借料、
外注費、デザイン開発費、プ
ログラム開発費、技術導入
費、試験（検査）依頼費、産
業財産権等取得費、先行技
術調査費、専門家謝金、専門
家旅費、職員旅費、設立登記
費、事務所等借料、事務所等
改装費、通信運搬費、出展料
、展示工事費、パネル等作成
費、広告宣伝費、印刷製本費
、その他創業を行うために
特に必要と認められる経費 

地域資源活
用型事業化
実現事業 

中小企
業者等 

地域資源を活用した新商
品・新サービスの開発か
ら販路開拓までの事業化
実現に向けた一連の取組
に要する経費に対する助
成 

150万円 
1/2以内 
1年以内 

新商品等

開発事業 

原材料・副材料費、治具・工
具費、機械装置等購入費（試
作費）、機械装置等の借料、
外注費、デザイン開発費、プ
ログラム開発費、技術導入
費、試験（検査）依頼費、産
業財産権等取得費、特許実
施費、先行技術調査費、職員
旅費、通信運搬費、その他新
商品・新サービスの開発を
行うために特に必要と認め
られる経費 

マーケテ

ィング開

発事業 

出展料、展示工事費、パネ 
ル等作成費、職員旅費、輸送
費、広告宣伝費、印刷製本費
（パンフレット等印刷費）、
その他マーケティング開発
事業を行うために特に必要
と認められる経費 

製品開発チ
ャレンジ支
援事業 

中小企

業者等 

本格開発着手前の事業構

想の実現化に向けた事前

検証・検査・分析に要す

る経費に対する助成 

 

50万円 

1/2以内 

1年以内 

 

― 原材料・副材料費、外注費
、試験(検査)依頼費、共同
研究費、その他製品開発チ
ャレンジを行うために特に
必要と認められる経費 

 

（注） 

地域資源活用型事業化実現事業について、助成事業者が現に販売・提供している製品・サービス

の販路開拓のみを行う事業は、助成対象外とする。 

なお、助成事業者が、国、道、市町村又は公益法人（以下「国等」という。）から補助金の交付

を受けて開発した製品・サービスの販路開拓のみを行う事業は、助成対象とする。 

この場合において、助成事業計画書（様式第２号）に、当該製品・サービスが国等の補助金の交

付を受けて開発したものであることを証する資料を添付するものとする。 

  



様式第１号 

●●年度北海道中小企業新応援ファンド助成金交付申請書 

 

●●年●月●日   

 

 公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

申請者   住所  

氏名  

                    

 

申請する事業区分  ●●●事業  

 

上記の事業に関し助成金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

なお、申請する事業は、助成金交付要領第２６条の規定事項に該当しないことを申し添えます。 

記 

１ 事業計画名       ●● 

                                     

２ 助成金交付申請額    金 0 円  （助成金対象経費 金 0 円） 

 

３ 助成事業の開始及び完了の予定期日 

     開 始  ●●年●月●日   完 了  ●●年●月●日 

 

 ４ 申請者が行う事業の概要 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

 

５ 暴力団排除に関する誓約事項  □ （下記を確認頂いた場合、チェック☑ください） 
 
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、助成金の交付申請をするに当たって、

また、助成事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたし
ます。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって
も、異議は一切申し立てません。 

記 
（１） 法人等（個人）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員
等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、そ
の他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に
規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目
的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係
を有しているとき。 

 
 
     ＜裏面あり＞



６ 助成金事業期間中における他の助成措置等の活用については、次のとおりです。 

・【他の助成措置等の活用】  ※いずれかに☑をしてください。 

□  他の助成措置等は活用しない。 

□  他の助成措置等の活用を予定している。 

（申請者が事業期間中に活用を予定している全ての助成措置等を下記に記載して下さい。） 

予定している他の助成措置 
（ｾﾝﾀｰ使用

欄） 

１ 

名称 
 種

別 

□ 助成金 

□委託事業 

□ その他 

 

応募 

テーマ  

申請先  財

源 

□ 国 

□ 北海道 

□ その他 

実施期

間   年  月  日 ～     年  月  日 

２ 

名称 
 種

別 

□ 助成金 

□委託事業 

□ その他 

 

応募 

テーマ  

申請先 
 財

源 

□ 国 

□ 北海道 

□ その他 
実施期

間 年  月  日 ～     年  月  日 

３ 

名称  種

別 

□ 助成金 

□委託事業 

□ その他 

 

応募 

テーマ  

申請先 
 財

源 

□ 国 

□ 北海道 

□ その他 
実施期

間 年  月  日 ～     年  月  日 

注1） 国（独立行政法人を含む）、道（地方独立行政法人を含む）、市町村、支援機関等の助成措置等を

記載してください。 

注2） 助成措置等には、補助金、交付金のほか、委託契約を含みます。 

注3） 予定している他の助成措置が 4つ以上ある場合は、別添資料を作成してください。 

 

（留意事項）         

・本書記載の内容に変更が生じた場合は、速やかに再提出すること。 

・必要に応じ他の助成措置等の申請書・実績報告書（写）の提出を求める場合があります。 

・虚偽記載、変更提出漏れ、その他の事由により届出なく他の支援との重複が判明した場

合には、助成金の交付の決定を取り消すことがあります（助成金確定後においても同様）。 

【北海道中小企業新応援ファンド助成金交付要領】 

（他の助成措置との関係等） 

第 26 条 助成事業者に対し、当該年度において、助成事業の内容の全部又は一部を対象として、

国（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）に基づき設立された機関を含む。以下

同じ。）、道（地方独立行政法人通則法に基づき設立された機関を含む。）又はセンターの補助

金（助成金を含む。）が交付される場合（当該助成事業者が間接補助事業者となる場合を含む。）

にあっては、助成金交付事業の助成対象とはしないものとする。 

2   助成事業者に対し、当該年度において、助成事業の内容の全部又は一部を対象として、市町

村又は公益法人の補助金又は助成金が交付される場合であって、これらの補助金又は助成金

と助成金交付事業による助成金額の合計が助成対象経費を超えるときは、助成対象経費を下

回る額となるよう助成金額を減額して交付するものとする。 

3 助成事業者は、同一年度において、複数の助成金交付事業の併用はできないものとする。 



様式第２号 

 

  北海道中小企業新応援ファンド助成金助成事業計画書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 

 

計画書提出者 

所在地   

事業所名   

代表者   

 

事業計画名：                          

 

    年度において、「北海道中小企業新応援ファンド助成金」の交付を受け標記の事業

を行ないたいので、あらかじめ審査を受けたく、下記のとおり事業計画書を提出します。 

                    記 

１ 事業計画 別添「北海道中小企業新応援ファンド助成金に係る助成事業計画」のとおり 

２ 助成金交付申請予定額            円（千円未満切り捨て） 

   

 

 

 

 

 
注 助成事業計画書には、次の書類を添付してください。 
(1) 北海道中小企業新応援ファンド助成金に係る助成事業計画（別紙１） 
(2) 経営計画（別紙２） 
(3) 助成事業明細書（経費配分）（別紙３） 
(4) 事業説明書（別記様式１） 
(5) 計画書提出者の現在の事業概要（業種(日本標準産業分類における細分類)、主たる生産

(売上)品目等、生産(売上)額）及び略歴に関する資料（商業登記簿謄本、企業パンフレッ
トなど）並びに直近２期間の財務諸表 (創業促進支援事業については略歴のみを添付す
る。) 

(6) 計画書提出者が法人の場合は、定款の写し 
(7) 計画書提出者が道内に主たる事務所を有しない者の場合は、北海道中小企業新応援ファ
ンド助成金交付要領第５条第２項各号に規定する事項に関する資料 

(8) 国の農商工等連携促進法に基づく農商工等連携事業計画の認定を受けていることが確認
できる資料（農商工連携認定事業者のみ） 

  



（別紙１－１）（様式第２号添付書類） 

北海道中小企業新応援ファンド助成金に係る助成事業計画 

 

(1)

(2)

〒

(4)

(6) 年 月 日

(7) 円

(8) 名

(10)

１　事業者の概要

氏名又は法人の名称

代表者氏名

(3) 所在地・連絡先

TEL 携帯

事業責任者 職名 氏名

(5) 事業担当者
職名 氏名

資本金（出資金） （法人の場合）

従業員数（代表者除く）

Mail

設立日・業種コード 設立年月日 業種コード

構成比（％）

(9)
  現在の事業概要※1

（事業全体の概要）

株
主
構
成

（
法
人
の
場
合

）

氏　名 役職名
会社名

他社との兼

務の場合

持株
比率（％）

主
な
取
扱
商
品
※

1

製品・サービス

主
な
販
売
先
※

1

構成比（％）

主
な
仕
入
先
※

1

構成比（％）企業名 所在地 所在地企業名

みなし大企業について 　　　　みなし大企業※2に該当しない（みなし大企業に該当する場合は、申請できません）

※1 創業促進支援事業で、創業開始前の場合は、計画を記載ください。
※2 みなし大企業については、募集要項P1.「2対象者」を参照ください。



（別紙１－２） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２）（様式第２号添付書類） 

 
 

 

２　売上および利益計画（付加価値向上の内容） （単位：千円）

直近 助成年度 1年後 2年後 3年後

（　　/　月期） （　　/　月期） （　　/　月期） （　　/　月期） （　　/　月期）

既存事業分

当該製品分

計 0 0 0 0 0

期首棚卸高

材料費

外注費

労務費 Ａ

減価償却費 B

その他

期末棚卸高

計 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

人件費 　　 Ａ

減価償却費 B

その他

計 0 0 0 0 0

Ｃ 0 0 0 0 0

D=Ａ+Ｂ+Ｃ 0 0 0 0 0

E

Ｆ=Ｄ/Ｅ 0 0 0 0 0

単価（千円） Ｘ

販売数量 Ｙ

今後の経営計画
　・上記経営環境への対応
　・利益確保の方策
　・助成事業の位置付け

経営計画

１　経営計画（助成事業を含めた事業全体の経営計画）

既存事業の現状と課題※1

　・需要動向
　・競合他社の動向
　・売上および利益の推移

当該付加価値労働生産性

※1 創業促進支援事業で創業開始前の場合は課題を記載してください。

年　　次

売上高

売
上
原
価

仕入原価

製造
原価

計

売上総利益

販売費及び
一般管理費

営業利益

付加価値創出額

従業員数（名）

当該製品
売上高の
算出根拠

粗利益率※

販売数量の根拠

※ 粗利益率(％)＝（売上見込－原料等仕入見込）÷売上見込×100　（外注費、労務費、その他経費は考慮しない）とすること。



（別紙３）（様式第２号添付書類） 

 
助成事業明細書(経費配分) 

 
    （単位：円） 

   

助成対象経費区分 助成対象経費 
（税抜き額） 

 
経費の積算明細 備考 事業 

区分 
対象経費 

 

    

    

    

    

    

    

    

小計  
助成率 １／２  

 

 

    

    

    

    

    

    

    

小計  
助成率 １／２  

 

     合 計    
（Ａ） 

  

うち助成金交付申請予定額 
          

（Ｂ） 
 

（Ｂ）＝（Ａ）×助成率 
（千円未満切り捨て） 

うち自己資金額    
（Ｃ） 

 （Ｃ）＝（Ａ） 

（自己
資金調
達先の
内訳） 

売上金・預金等充
当 

  

金融機関借入  
＊借入予定先 
         銀行・信金・信組 

その他  
＊内容 
 

注１ 金額や内容の確認のため、経費の見積書などの写しを添付してください。 

２ 項目が多岐に亘る場合、適宜行を追加して記載してください。 

３ 助成事業の実施期間が複数年度にわたる場合には、適宜用紙を追加して年度ごとの内訳がわかる 

ようにしてください。 

 
 
 
 
 



様式第３号 
納税対応状況申出書 

 
  年  月  日  

 
公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 
 
 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表

者氏名を記載） 

 

 

納税対応 該当項目 
１ 非事業者  
２ 免税事業者  
３ 簡易課税制度適用者  
４ 地方公共団体の特別会計、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

別表第３に掲げる公益法人等特定収入の割合が５パーセントを超
える者 

 

注１ 該当項目に、○印を付けてください。 
２ ４に○印を付けた者は、該当の有無について明らかになった時点で、再度提出してく

ださい。 
３ この様式は、助成事業者が上記１から４までのいずれかに該当する場合に使用します。 

 

 

  



様式第４号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金変更承認申請書 

 

  年  月  日 

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○第   号で交付決定通知のあった助成事業の内容につ

いて、下記のとおり変更したいので、申請します。 

記 

１ 助成金の対象となる事業区分 

２ 事業計画名 

３ 変更の内容 

４ 変更の理由 

５ 経費の変更 

（単位：円） 

助成対象 

事業区分 

変更前 変更後 
備考 

助成対象経費 助成対象経費 

別表の事業区分 

及び対象経費名 

をそれぞれ記載 

   

   

    

合計    

助成金 

交付申請額 
   

添付書類（変更後の下記書類） 

１ 北海道中小企業新応援ファンド助成金に係る助成事業計画（別紙１） 

２ 経営計画（別紙２） 

３ 助成事業明細書（経費配分）（別紙３） 

４ 事業説明書（別記様式１） 

５ その他センターが必要と認める書類 

 

 

  



様式第５号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金中止（廃止）承認申請書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○第   号で交付決定通知のあった助成事業について、

下記のとおり中止（廃止）したいので、承認してください。 

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 中止（廃止）の理由 

 ４ 事業を中止する期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金遅延（不能）報告書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○第   号で交付決定通知のあった助成事業について、

下記の理由により予定の期間内に完了する見込みがない（その遂行が困難となった）ので報

告します。 

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 遅延又は遂行困難な理由 

 

（注）遅延又は遂行困難な理由を証する書類を添付してください。 

  



様式第７号 

  第    号  

 年 月 日  

 

助成事業者 様 

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター 理事長 

 

北海道中小企業新応援ファンド助成金の交付決定について（通知） 

 年 月 日付けで申請のあった上記の助成金について、下記のとおり交付することに

決定したので通知します。 

記 

１ 助成金の対象となる事業区分 

                           事業 

２事業計画名 

３ 助成金の額   

金              円 

４ 事業期間 

     年 月 日 ～   年 月 日 

５ 助成金交付の条件 

（１）助成事業に要する経費の配分の変更（北海道中小企業新応援ファンド助成金交付要領

第６条第１項第１号で定める軽微な変更を除く。）をする場合においては、あらかじ

め理事長の承認を受けなければなりません。 

（２）助成事業の内容の変更（北海道中小企業新応援ファンド助成金交付要領第６条第１項

第１号で定める軽微な変更を除く。）をする場合においては、あらかじめ理事長の承

認を受けなければなりません。 

（３）助成事業を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ理事長の承認を受けな

ければなりません。 

（４）助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難となった場合に

おいては、すみやかに理事長に報告し、その指示を受けなければなりません。 

６ 概算払（概算払をする場合） 

この助成金は、申請により下記のとおり概算払をしますので、  月  日までに、

北海道中小企業新応援ファンド助成金概算払請求書を提出してください。 

概算払のできる時期       年  月 

概算払のできる額           円 

                                      以上 

 

  



様式第８号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金交付申請取下げ書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○○第  号で交付決定通知のあった助成事業について、

交付申請を下記の理由により取り下げます。  

記 

 １  助成金の対象となる事業区分 

 ２  事業計画名 

 ３  取下げの理由 

 

  



様式第９号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金概算払請求書 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

     年  月  日付け○○第  号で交付決定通知のあった助成事業に係る助成金

について、下記のとおり概算払を受けたいので申請します。 

記 

 １ 事業計画名 

２ 助成金交付決定額    金       円 

 ３ 助成金概算払申請額   金       円 

 ４ 申請の理由 

 ５ 振込先 

 

振込先銀行等

の名称                      支店 

預金種別 
１ 普通預金 

口座番号 
 

２ 当座預金 

（フリガナ）

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１０号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金遂行状況報告書 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○○第  号で交付決定通知のあった助成事業について、   

年  月  日現在における事業の遂行状況を下記のとおり報告します。  

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 事業の遂行状況 

 

添付書類 

１ 助成事業に係る経費の支出状況（報告時点における「助成事業明細書(経費配分)」 

（様式第２号の別紙２ 写真その他事業の実施内容がわかる参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１１号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金実績報告書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○○第   号で交付決定通知のあった助成事業につい

て、実績を下記のとおり報告します。  

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 事業実施期間 

       年  月  日 ～     年  月  日 

 ４ 事業実績 

   

 ５ 助成金交付決定額    金             円 

 ６ 助成金の振込先 

 

振込先銀行等

の名称                                          支店 

預金種別 

（該当に〇） 

１ 普通預金 
口座番号 

 

２ 当座預金 

（フリガナ）

口座名義 

 

 

 

 添付書類 

１ 助成事業経費配分明細書(別紙１) 

２ 写真その他事業の実施内容や成果がわかる参考資料 

 

 



（別紙１）（様式第１１号添付書類） 

 

 

 

助成事業明細書（経費配分） 

助成対象経費区分 
助成対象経費 

（税抜き額） 
経費の積算明細 備考 事業 

区分 
対象経費 

 

    

    

    

小計   

 

    

    

    

小計   

     合 計    （Ａ）   

うち助成金交付申請予定額 

          （Ｂ） 
 

（Ｂ）＝（Ａ）×助成率 

（千円未満切り捨て） 

うち自己資金額    （Ｃ）  （Ｃ）＝（Ａ） 

（自己資金

調達先の内

訳） 

売上金・預金等充当   

金融機関借入  
＊借入予定先 

         銀行・信金・信組 

その他  ＊内容 

注１ 金額や内容の確認のため、経費の見積書などの写しを添付してください。 

２ 項目が多岐に亘る場合、適宜行を追加して記載してください。 

  



様式第１２号 

  第    号  

 年 月 日  

助成事業者 様 

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター 理事長 

 

   北海道中小企業新応援ファンド助成金の額の確定について（通知） 

  年  月  日付で実績報告のあった北海道中小企業新応援ファンド助成金につい

て、下記のとおり助成金の額が確定したので通知します。 

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 助成金の額の確定額     金          円 

 ４ 既に概算払を行った額     （概算払を行った場合） 

     金         円 

 ５ 助成金精算払額 

     金         円 

  

                                   以上 

 

 

 
  



様式第１３号 
事業活動状況報告書 

  年  月  日  
 
公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 
 
 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

     年  月  日付け○○○第   号で交付決定通知のあった助成事業につい

て、  年  月期における事業活動の状況を下記のとおり報告します。 

記 

１ 助成金の対象となる事業区分 

２ 事業計画名 

３ 事業活動の状況 

                                                        

 

  

   年  月期（直近期） 

① 売 上 高               千円 

② (うち当該製品)               千円 

③ 売上総利益               千円 

④ 営業利益               千円 

⑤ 労務費・人件費 ※製造原価・販管費の合計               千円 

⑥ 減価償却費   ※製造原価・販管費の合計               千円 

⑦ 従業員数（助成金申請年度からの増減）      名（    名増加・減少） 



様式第１４号 

北海道中小企業新応援ファンド助成金財産処分承認申請書 

 

  年  月  日  

 

公益財団法人北海道中小企業総合支援センター理事長 様 

 

 

 

  

 住所   

氏名 （法人の場合は、名称及び代表者

氏名を記載） 

 

 

 北海道中小企業新応援ファンド助成金により取得した（効用の増加した）財産を下記のと

おり処分したいので、承認してください。  

記 

 １ 助成金の対象となる事業区分 

 ２ 事業計画名 

 ３ 取得した（効用の増加した）財産 

（１）品  目 

（２）取得した（効用の増加した）年月日     年   月    日 

 ４ 取得価格及び時価 

（１）取得（効用が増加した後の）価格  金       円 

（２）時  価             金       円 

５  処分の方法 

６  処分の理由 

 


